
                                    

 

 

 

 

令和７年８月 29 日 

物流・自動車局物流政策課 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の

一部を改正する法律の施行に伴う関係省令が公布されました 
 

 

 

 
 
 

 
１．背景  

改正法の一部（令和７年４月１日に施行した分の残り）が令和８年４月１日から
施行されることにより、一定規模以上の荷主・物流事業者が特定事業者（※）として
指定されることとなりました。また、特定事業者については中長期計画や定期報告
等の提出が義務付けられ、中でも特定荷主については、物流統括管理者の選任が義
務付けられました。 

 （※）日本全体の貨物量の半分程度をカバーする大手荷主、倉庫業者、トラック事業者等 
これらを踏まえ、今般、荷主・物流事業者の指定に係る貨物重量や保管量の算定

方法や中長期計画・定期報告書の記載内容について定めるため、以下の省令を制定
しました。 

制定内容の詳細については別添の条文をご参照ください。 
 
２．概要 
○物資の流通の効率化に関する法律の規定に基づく荷主に係る届出等に関する命令

（荷主事業所管省庁共管） 
 ・特定荷主の指定の届出等に係る事項や様式、対象貨物の算定方法を定めるとと

もに、中長期計画の作成や物流統括管理者の選任、定期報告等の提出が義務付
けられるため、これらの報告内容や様式等についても規定しました。 

 
○流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一

部を改正する法律の一部の施行に伴う国土交通省関係省令の整備等に関する省令 
 ・特定貨物自動車運送事業者等及び特定倉庫業者の指定の届出等に係る事項や様

式、特定倉庫業者の保管量の算定方法を定めるとともに、中長期計画や定期報
告等の提出が義務付けられるため、これらの報告内容や様式等についても規定
しました。 

 
３．スケジュール   

  公布：令和７年８月 29 日（金） 
施行：令和８年４月１日（水） 

 

 

 

 

 

昨年５月に公布された「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び

貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」（令和６年法律第 23号。以下「改正

法」という。）の令和８年施行箇所に関して、特定荷主の指定に係る重量等の算定方

法や各種届出・報告様式等を定める省令が、本日公布されました。 

【お問合せ先】 

物流・自動車局物流政策課 五十嵐、竹内 

連絡先：03-5253-8111（内線 41-874）、03-5253-8801（直通）  


